
令和４年度・令和５年度 二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金
（戸建住宅ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス（ＺＥＨ）化等支援事業）＜個人申請編＞

3. 交付要件

２）ＨＥＭＳの要件

補助対象住宅に設置するＨＥＭＳは以下の①～③の要件を全て満たすこと。

① ＨＥＭＳの機器要件

a. 一般社団法人エコーネットコンソーシアムが定める「ECHONET Lite」規格の認証登録番号を取得している

コントローラであること。なお、APPENDIX ECHONET機器オブジェクト詳細規定のReleaseバージョンについては問いません。

b. 住宅一棟の全エネルギーを計測できるよう設置すること。

c. 計測されたデータの表示ができること。

② 計測ポイントの要件以下の「エネルギー計測 要件一覧表」の必須要件を満たすこと。
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凡例
●：必須項目
○：計測対象設備設置の場合は必須エネルギー計測 要件一覧表

機能区分 計測項目 必須要件

太陽光発電システム
発電量（単位：Ｗｈ） ●

売電量※１（単位：Ｗｈ） ●

電力量の計測・取得

系統からの買電量（単位：Ｗｈ） ●

住宅全体の電力使用量（単位：Ｗｈ） ●

暖冷房設備の電力使用量※２（単位：Ｗｈ） 〇

電気ヒートポンプ式給湯機の給湯設備（エコキュート等）の電力使用量
（単位：Ｗｈ）

〇

ガスコージェネレーションシステム（エネファーム等）の発電量
（単位：Ｗｈ）

○

照明設備の電力使用量（単位：Ｗｈ） －

換気設備の電力使用量（単位：Ｗｈ） －

蓄電システム
充電力量（単位：Ｗｈ） ○

放電力量（単位：Ｗｈ） ○

電気自動車を活用した充電設備
（プラグインハイブリッド車を含む）

充電力量（単位：Ｗｈ） 〇

電気自動車を活用した充放電設備
（プラグインハイブリッド車を含む）

充電力量（単位：Ｗｈ） 〇

放電力量（単位：Ｗｈ） 〇

使用電力 計測・取得間隔 １時間以内 ●

データ蓄積期間※３※４ １時間以内の単位 １カ月以上 ●

１日以内の単位 １３カ月以上 ●

※１太陽光発電システムと
ガスコージェネレーション
システムによるダブル売電
の場合は、太陽光発電シス
テムの売電量とガスコー
ジェネレーションシステム
の売電量の合算値でも可と
します。

※２「主たる居室」に設置
する暖冷房設備の電力量を

計測できること。

※３ＨＥＭＳにより計測し
た所定時間単位の積算消費
電力量データをＨＥＭＳコ
ントローラ、あるいは関連
する外部設備に蓄積し続け

ることができる期間。

※４セキュリティ対策とし
て、蓄積したデータの保

護・保全ができること。

③ 運用時の要件

事業完了後、ＨＥＭＳコントローラ等に蓄積されたデータをもとにしたエネルギー使用量の定期的な報告が可能であること。（Ｐ５８参照）
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令和４年度・令和５年度 二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金
（戸建住宅ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス（ＺＥＨ）化等支援事業）＜個人申請編＞

3. 交付要件

（３）ＺＥＨビルダー/プランナー

申請する住宅は、ＳＩＩに登録されたＺＥＨビルダー/プランナーが関与（建築、設計又は販売）する住宅であること。

なお、登録済みＺＥＨビルダー/プランナーは、「令和４年度ＺＥＨビルダー/プランナー実績報告」を行っていること。

（ＺＥＨビルダー/プランナー実績報告については「ＺＥＨビルダー/プランナー登録（フェーズ２）公募要領」参照）

（４）導入する建材・設備等

以下１）、２）の要件を満たす建材・設備等を導入すること。

１）ＺＥＨ+住宅の補助対象範囲及び設備等の要件一覧

本事業では、補助対象住宅に導入する設備の性能要件は問いません。「ＢＥＬＳにて、ＺＥＨを満たすこと」を要件とします。

ただし、ＨＥＭＳについては性能要件を定めていますので、必ず確認の上申請してください。（Ｐ３０参照）

• で表示する項目は［ＺＥＨ＋の選択要件］❶外皮性能の更なる強化を選択した場合、Ｐ３１記載の追加要件があります。

• で表示する項目は［ＺＥＨ＋の選択要件］❷高度エネルギーマネジメントを選択した場合、Ｐ３１～Ｐ３５記載の

追加要件があります。

（注）補助対象設備等は新品を導入すること。

住宅の元請会社以外に補助事業者が分離発注する場合は、交付決定後に購入したものに限る。

（注）補助対象設備を複数台導入する場合は全ての設備において設備要件を満たすこと。

設備等の種類
必須
要件

補助
対象

要件となる基準

ＢＥＬＳ ● 該
• 補助対象住宅が『ＺＥＨ』（交付要件を満たす場合に限り、Nearly ＺＥＨであることも可とする）であることを示すもので

あること。

高断熱外皮
● 該

地域区分 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８

外皮平均
熱貫流率

（ＵＡ値）
０．４０以下

０．５０
以下

０．６０以下 －

地域区分 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８

冷房期の平均日射熱取得率
（ηＡＣ値）

基準値なし
３．０
以下

２．８
以下

２．７
以下

６．７
以下

• 外皮平均熱貫流率（ＵＡ値）を算出するための外皮計算に係る部分に用いる断熱材及び窓・ガラス等の開口部材を
補助対象とする。

• 構造材、仕上げ材（内装外装）、玄関ドアは補助対象外とする。
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令和４年度・令和５年度 二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金
（戸建住宅ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス（ＺＥＨ）化等支援事業）＜個人申請編＞

3. 交付要件

設備等の種類
必須
要件

補助
対象

要件となる基準

空調設備 ● 該

• 主たる居室※には、エネルギー消費性能計算プログラム（Ｗｅｂプログラム）
において計算できる暖房設備及び冷房設備を導入すること。

• 一次エネルギー消費量の計算の「暖房設備・冷房設備」において「設置しな
い」という選択はできない。ただし、１・２地域の「冷房」、８地域の
「暖房」に限り、「設置しない」という申請を認める。
※ 主たる居室が複数ある場合は、その全てに暖房設備及び冷房設備を導入する

こと。

給湯設備

電気ヒートポンプ給湯機（エコキュート等）

●
該

• エネルギー消費性能計算プログラム（Ｗｅｂプログラム）において計算できる
いずれかの左記設備を導入すること。

※ ガス（石油）従来型給湯機、ガス（石油）従来型給湯温水暖房機の導入
は認めません。

ガス潜熱回収型給湯機（エコジョーズ等）

石油潜熱回収型給湯機（エコフィール等）

電気ヒートポンプ・ガス瞬間式併用型給湯機
（ハイブリッド給湯機）

太陽熱利用システム

燃料電池（エネファーム等） ―

省エネルギー
設備

換気設備（２４時間換気に係るもの） ● 該
• エネルギー消費性能計算プログラム（Ｗｅｂプログラム）において計算できる

設備を導入すること。
• 換気装置（本体）及び、その据付け工事費のみ補助対象とする。

照明設備
ＬＥＤ照明

● ― ―
蛍光灯

再生可能
エネルギー・
システム

太陽光発電システム等 ● ― ―

エネルギー計測装置（ＨＥＭＳ） ● ―

• 一般社団法人エコーネットコンソーシアムが定める「ECHONET Lite」規格の
認証登録番号を取得しているコントローラであること。

• 住宅一棟の全エネルギーを計測できるよう設置すること。
• ［ＺＥＨ＋の選択要件］❷高度エネルギーマネジメントを選択しない事業は、

Ｐ２５を参照。
• ［ＺＥＨ＋の選択要件］❷高度エネルギーマネジメントを選択する事業は、

Ｐ３０を参照。

●：本事業で導入を必須とすること 該：補助対象となるもの
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令和４年度・令和５年度 二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金
（戸建住宅ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス（ＺＥＨ）化等支援事業）＜個人申請編＞

3. 交付要件

30

２）ＨＥＭＳの要件

補助対象住宅に設置するＨＥＭＳは以下の①～③の要件を全て満たすこと。

① ＨＥＭＳの機器要件

a. 一般社団法人エコーネットコンソーシアムが定める「ECHONET Lite」規格の認証登録番号を取得しているコントロー

ラであること。なお、APPENDIX ECHONET機器オブジェクト詳細規定のReleaseバージョンについては問いません。

b. 住宅一棟の全エネルギーを計測できるよう設置すること。

c. 計測されたデータの表示ができること。

② 計測ポイントの要件 以下の「エネルギー計測 要件一覧表」の必須要件を満たすこと。
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凡例
●：必須項目
○：計測対象設備設置の場合は必須エネルギー計測 要件一覧表

機能区分 計測項目 必須要件

太陽光発電システム
発電量（単位：Ｗｈ） ●

売電量※１（単位：Ｗｈ） ●

電力量の計測・取得

系統からの買電量（単位：Ｗｈ） ●

住宅全体の電力使用量（単位：Ｗｈ） ●

暖冷房設備の電力使用量※２（単位：Ｗｈ） 〇

電気ヒートポンプ式給湯機の給湯設備（エコキュート等）の電力使用量
（単位：Ｗｈ）

〇

ガスコージェネレーションシステム（エネファーム等）の発電量
（単位：Ｗｈ）

○

照明設備の電力使用量（単位：Ｗｈ） －

換気設備の電力使用量（単位：Ｗｈ） －

蓄電システム
充電力量（単位：Ｗｈ） ○

放電力量（単位：Ｗｈ） ○

電気自動車を活用した充電設備
（プラグインハイブリッド車を含む）

充電力量（単位：Ｗｈ） 〇

電気自動車を活用した充放電設備
（プラグインハイブリッド車を含む）

充電力量（単位：Ｗｈ） 〇

放電力量（単位：Ｗｈ） 〇

使用電力 計測・取得間隔 １時間以内 ●

データ蓄積期間※３※４ １時間以内の単位 １カ月以上 ●

１日以内の単位 １３カ月以上 ●

※１太陽光発電システムと
ガスコージェネレーション
システムによるダブル売電
の場合は、太陽光発電シス
テムの売電量とガスコー
ジェネレーションシステム
の売電量の合算値でも可と
します。

※２「主たる居室」に設置
する暖冷房設備の電力量を
計測できること。

※３ＨＥＭＳにより計測し
た所定時間単位の積算消費
電力量データをＨＥＭＳコ
ントローラ、あるいは関連
する外部設備に蓄積し続け
ることができる期間。

※４セキュリティ対策とし
て、蓄積したデータの保
護・保全ができること。

③ 運用時の要件

事業完了後、ＨＥＭＳコントローラ等に蓄積されたデータをもとにしたエネルギー使用量の定期的な報告が可能であること。（Ｐ５８参照）
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令和４年度・令和５年度 二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金
（戸建住宅ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス（ＺＥＨ）化等支援事業）＜個人申請編＞

3. 交付要件

（５）ＺＥＨ＋の選択要件

売電のみを前提とせず、創エネルギーの自家消費を意識した再生可能エネルギーの促進に係る措置として以下の

❶外皮性能の更なる強化、 ❷高度エネルギーマネジメント、❸電気自動車（プラグインハイブリッド車を含む）を活用した自家消費の拡大

措置のための充電設備又は充放電設備の要件のうち２つ以上を導入することが［ＺＥＨ＋の選択要件］となります。

ただし、８地域については、以下の「❷及び❸の組合せ」を必須とします。

❶外皮性能の更なる強化

住宅の外皮性能は、地域区分ごとに定められた以下の外皮平均熱貫流率（ＵＡ値）を満たすこと。

❷高度エネルギーマネジメント

ＨＥＭＳにより、太陽光発電設備等の発電量等を把握した上で、住宅内の暖冷房設備、給湯設備等を制御可能であること。

また、補助対象住宅に設置するＨＥＭＳは以下の①～⑥の要件を全て満たすこと。

① ＨＥＭＳの機器要件

a. 一般社団法人エコーネットコンソーシアムが定める「ECHONET Lite」規格の認証登録番号を取得しているコントローラ

であること。

b. 住宅一棟の全エネルギーを計測できるよう設置すること。

c. 計測されたデータの表示ができること。

d. 導入する計測対象の機器要件となるECHONET Lite AIF認証を全て取得していること。

e. APPENDIX ECHONET機器オブジェクト詳細規定のReleaseバージョンは、導入する計測対象の設備要件となるRelease

バージョン以上であること。なお、完了実績報告提出までに、ファームアップ等を行う予定で、

かつその性能を有する機器も可とします。

f. ＳＩＩがホームページで公開する「エネルギー計測データの例」と同様の形式で計測データの書き出しが可能であること。

ＵＲＬ：https://sii.or.jp/moe_zeh05/support/public.html

地域区分 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８

外皮平均
熱貫流率

（ＵＡ値）
０．３０以下 ０．４０以下 ０．５０以下 －
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※４・５地域における暫定措置は２０２３年３月をもって終了しましたので、ご注意ください。
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令和４年度・令和５年度 二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金
（戸建住宅ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス（ＺＥＨ）化等支援事業）＜個人申請編＞

② 計測ポイントの要件

計測ポイントは以下に示す「エネルギー計測 要件一覧表」の必須要件を満たすこと。

③ ＨＥＭＳコントローラの設定要件

a. ＨＥＭＳで計測する項目ごとに、ＨＥＭＳコントローラやモニタに表示される計測対象の項目名称の設定をすること。

※ 項目名称の設定は、完了実績報告時までに完了すること。

※ 名称の設定ができない機器や、モニタ画面上で項目名称の設定が行えてもデータの書き出しに反映しない場合は

要件未達とみなします。

b. 「②計測ポイントの要件」を満たすこと。

3. 交付要件
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エネルギー計測 要件一覧表
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凡例
●：必須項目
○：計測対象設備設置の場合は必須

機能区分 計測項目 必須要件

太陽光発電システム
発電量（単位：Ｗｈ） ●

売電量※１（単位：Ｗｈ） ●

電力量の計測・取得

系統からの買電量（単位：Ｗｈ） ●

住宅全体の電力使用量（単位：Ｗｈ） ●

暖冷房設備の電力使用量※２（単位：Ｗｈ） 〇

電気ヒートポンプ式給湯機の給湯設備（エコキュート等）の電力使用量
（単位：Ｗｈ）

〇

ガスコージェネレーションシステム（エネファーム等）の発電量
（単位：Ｗｈ）

○

照明設備の電力使用量（単位：Ｗｈ） －

換気設備の電力使用量（単位：Ｗｈ） －

蓄電システム
充電力量（単位：Ｗｈ） ○

放電力量（単位：Ｗｈ） ○

電気自動車を活用した充電設備
（プラグインハイブリッド車を含む）

充電力量（単位：Ｗｈ） 〇

電気自動車を活用した充放電設備
（プラグインハイブリッド車を含む）

充電力量（単位：Ｗｈ） 〇

放電力量（単位：Ｗｈ） 〇

使用電力 計測・取得間隔 １時間以内 ●

データ蓄積期間※３※４ １時間以内の単位 １カ月以上 ●

１日以内の単位 １３カ月以上 ●

※１太陽光発電システムと
ガスコージェネレーション
システムによるダブル売電
の場合は、太陽光発電シス
テムの売電量とガスコー
ジェネレーションシステム
の売電量の合算値でも可と
します。

※２「主たる居室」に設置
する暖冷房設備の電力量を
計測できること。

※３ＨＥＭＳにより計測し
た所定時間単位の積算消費
電力量データをＨＥＭＳコ
ントローラ、あるいは関連
する外部設備に蓄積し続け
ることができる期間。

※４セキュリティ対策とし
て、蓄積したデータの保
護・保全ができること。



令和４年度・令和５年度 二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金
（戸建住宅ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス（ＺＥＨ）化等支援事業）＜個人申請編＞

3. 交付要件

④ 計測データの要件

ＨＥＭＳの表示項目の名称設定を完了することで事業完了とします。

エネルギー計測の
要件

• Ｐ３２に示す「②計測ポイントの要件」において必須の計測ポイントごとに計測すること。
• １時間ごとの計測値（単位：Ｗｈ）であること。
• 計測項目や年月、日時が記載されていること。
• ＳＩＩがホームページで公開する「エネルギー計測データの例」と同様の形式で計測デー

タの書き出しが可能であること。
ＵＲＬ：https://sii.or.jp/moe_zeh05/support/public.html

運用時の要件
申請者は、事業完了後２年間、ＨＥＭＳコントローラ等に蓄積された計測データを記録・保存
すること。

事業完了後２年間は、国又はＳＩＩの求めに応じて提出できるよう、ＨＥＭＳコントローラ等に蓄積され
た計測データを保存してください。
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令和４年度・令和５年度 二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金
（戸建住宅ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス（ＺＥＨ）化等支援事業）＜個人申請編＞

3. 交付要件

⑤ 相互接続性における制御の要件

a. 通信制御対象の各設備とＨＥＭＳコントローラ間において、

それぞれの相互確認を必須化されているプロパティに対応

した機能を通信制御できること。

b. 設置するＨＥＭＳコントローラのAPPENDIX ECHONET

機器オブジェクト詳細規定のReleaseバージョンは、通信

制御対象の各設備に対し、上位のReleaseバージョンで

あること。（右図参照）

c. 通信制御対象の各設備においてＨＥＭＳコントローラによ

る操作を可能にするECHONET Liteプロトコル対応のアダ

プターが分離されている場合は、当該アダプターの設置を

必須とする。

導入設備
APPENDIX ECHONET機器

オブジェクト詳細規定

空調設備
Release D 以降電気ヒートポンプ給湯機

（エコキュート等）

燃料電池
（エネファーム等）

Release Ｃ 以降
ガス潜熱回収型給湯機
（エコジョーズ等）

ハイブリッド給湯設備
ハイブリッド給湯器クラスはRelease Ｌ 以降

瞬間式給湯器クラスはRelease Ｃ 以降

蓄電システム Release Ｈ 以降

充放電設備
（Ｖ２Ｈ充電設備等）

Release G 以降

充電設備 Release Ｊ 以降

※ 完了実績報告提出までに、ファームアップ等を行う予定で、かつその性能を有する機器も
可とします。

⑥ ＡＩＦ認証の要件と、これに代わる相互接続性自己確認の要件

a. ECHONET Lite AIF認証で、相互確認を必須化されている

各プロパティ（スーパークラス規定に該当するものは除

く）について、アクセスルールで定められた事項の情報

を、ECHONET Liteの必須プロトコル（併せて各社の独

自のプロトコルも使用可能）でＨＥＭＳコントローラ

から通信制御可能であることとします。

b. なお、相互接続性の確認については、機器種別の市場に

おける普及動向を踏まえ、自己確認を可能とします。

ただし、その場合においても、住宅に一体化した空気調

和システムで独自仕様であるもののうち、他社で利用す

ることが想定される設備においては、ECHONET Lite

認証の取得を必須とする。

書類

• 設備メーカー等が、ECHONET Lite AIF認証
で相互確認を必須化されている各プロパティ
（次頁の別表1を参照）の通信制御試験を実
施し、自己確認したことを証する書面（自由
書式）。

• ＨＥＭＳコントローラと住宅設備との相互接
続性を確認できたホワイトリスト（メーカー
等が自社ホームページに掲載するなどして一
般に公表されているもの）。

提出方法
中間報告時に、補助対象住宅に導入予定の機器
に関する相互接続性の自己確認を示す資料を
ＳＩＩへ提出すること。
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令和４年度・令和５年度 二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金
（戸建住宅ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス（ＺＥＨ）化等支援事業）＜個人申請編＞

3. 交付要件

機器 プロパティ名

家庭用エアコン
・動作状態
・節電動作設定

・運転モード設定
・温度設定値

・室内温度計測値
・風量設定

電気ヒートポンプ給湯機
（エコキュート等）

・動作状態
・沸き上げ自動設定

・昼間沸き増し許可設定
・給湯中状態

-

ガス潜熱回収型給湯機
（エコジョーズ等）

・動作状態
・給湯器燃焼状態

・風呂給湯器燃焼状態
・風呂自動モード設定

-

燃料電池
（エネファーム等）

・動作状態 ・瞬時発電電力計測値 ・積算発電電力量計測値

ハイブリッド給湯機 ・動作状態 ・太陽光発電連携モード設定※1 -

蓄電システム

・動作状況
・識別番号
・現在時刻設定
・現在年月日設定
・ＡＣ実効容量（充電・放電）

・ＡＣ充電・放電可能容量
・ＡＣ充電・放電可能量
・ＡＣ積算充電・放電電力量計測値
・ＡＣ充電量・放電量設定値
・最小最大充電量・放電電力値

・運転動作設定（充電・放電・待機は必須）
・運転モード設定（充電・放電・待機は必須）
・系統連系状態
・蓄電残量（Wh・Ah・％いずれかの搭載が必須）
・蓄電池タイプ

充放電設備
（Ｖ２Ｈ充電設備等）

・動作状態

・定格充電能力
・定格放電能力
・車両接続・充放電可否状態
・最小最大充電電力値
・最小最大放電電力値
・最小最大充電電流値
・最小最大放電電流値
・充放電器タイプ
・運転モード設定

・車両接続確認※２

・車載電池の放電可能容量値１※３

・車載電池の放電可能残容量１※３ ※４

・車載電池の放電可能残容量３※３ ※４

・車載電池の使用容量値１※３

・車載電池の電池残容量１※３ ※４

・車載電池の電池残容量３※３ ※４

充電設備 ・動作状態

・定格充電能力
・車両接続・充電可否状態
・充電器タイプ
・運転モード設定

・車両接続確認※２

・車載電池の充電可能容量値※３

・車載電池の充電可能残容量値※３

・車載電池の使用容量値１※３

・車載電池の電池残容量１※３ ※４

・車載電池の電池残容量３※３ ※４

・車両ＩＤ※３

※１ 太陽光発電余剰電力時間帯にヒートポンプ貯湯運転を行う。
※２ 充放電器タイプ又は充電器タイプがＤＣ＿タイプＡＡの場合のみ必須。
※３ 充放電器又は充電器に接続する電気自動車（プラグインハイブリッド車を含む）から出力される場合、応答必須。
※４ いずれかのプロパティを搭載すること。

【別表１】ECONET Lite AIF認証で、相互確認を必須化されている各プロパティ
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令和４年度・令和５年度 二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金
（戸建住宅ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス（ＺＥＨ）化等支援事業）＜個人申請編＞

3. 交付要件

36

❸ 電気自動車（プラグインハイブリッド車を含む）を活用した自家消費の拡大措置のための充電設備又は充放電設備

太陽光発電設備等により充電した電力を電気自動車（プラグインハイブリッド車を含む）（以下「ＥＶ」という。）に充電することを

可能とする設備又はＥＶと住宅間で充放電することを可能とする設備を設置し、車庫等において使用を可能とした上で、以下の要件を

満たすこと。

なお、ＥＶの所有は要件に含まれないが、ＥＶの保管場所は申請する住宅の敷地内に設けること。

① ＜ＥＶ充電用コンセント又はケーブル付き普通充電設備を設置する場合＞

a. 分電盤に専用の分岐回路（＝専用回路）を設置すること。

b. 設置する専用回路は単相２００Ｖ２０Ａ以上とし、かつ、テストボタンが付いた「分岐回路用漏電ブレーカー」を設置

すること。

② ＜Ｖ２Ｈ充電設備（充放電設備）を設置する場合＞

a. ＥＶから住宅へ放電する電力量もＨＥＭＳで計測すること。

b. Ｖ２Ｈ充電設備（充放電設備）専用ブレーカーを設置すること。
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